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人暮らしの親の施設入居を挙げているが1、高齢単独世帯の割合が高い地域で、空き家

率が高い傾向を示していることは、これらが空き家の発生要因の中でも主要なもので

あることを改めて裏付けていると言える。ここから考えられる空き家対策として、今

ある空き家の活用や除却に加え、空き家予備軍ともいえる高齢単独世帯が所有し居住

する家屋について、世帯主が健康なうちに相続予定の関係者等と相談し、家屋の将来

を決める予防対策により空き家の発生を事前に抑制していくことが極めて重要である。 

 

（賃貸用の空き家の発生要因と対策） 

  前述のとおり賃貸用の空き家は増加しているが、その要因として、賃貸住宅の供給

過剰を挙げる見解もある。そこで国土交通省「建築着工統計調査 住宅着工統計」を

見ると、「平成30年住宅・土地統計調査」後の最近５年間の新設住宅着工戸数の推移

は図表２のとおりである。新型コロナウイルス感染症の影響のなかった令和元年と５

年を比べると、総計の着工戸数が１割程度、持家の着工戸数が２割以上減少している

一方、貸家の着工戸数はほぼ変わっておらず、このような貸家の着工の堅調な推移が

賃貸用の空き家の増加につながっている可能性もあるものと思われる。 

  このように賃

貸用の空き家が

増加する一方で、

賃貸住宅に居住

する高齢単独世

帯は今後ますま

す増加すること

が予想されてい

る。しかしながら、高齢者など住宅の確保に配慮を要する者（住宅確保要配慮者）の

入居に対して拒否感を有する賃貸人が数多く存在している。第213回国会（令和６年

常会）で成立した「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等

一部改正法」では民間賃貸住宅のストックを賃貸人が住宅確保要配慮者に対し安心し

て供給できるようにする等の制度改正が行われた。賃貸用の空き家対策の観点からも、

同法の的確な運用等と相まって、今後増加の予想される住宅確保要配慮者の適切な賃

貸住宅の確保に向けた取組が期待される。 

 

【参考文献】 

「空き家、過去最多900万戸 30年で倍増、全住宅の13.8％－総務省」『時事ドット

コムニュース』2024年４月30日 

牧野知弘「住宅の作りすぎ 「賃貸用」が空き家の半数 富裕層の相続税対策が拍車」

『週刊エコノミスト』2024年７月23日 

 

（企画調整室（総合調査担当室） 泉水健宏 74040） 

 
1 <https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/akiya-taisaku/index.html> 

 
 

  

主主要要経経済済指指標標  時時系系列列チチャャーートト集集  
2024年７－９月期ＧＤＰ１次速報(2024.11.15公表)反映 

 
１、ＧＤＰ成長率（前期比年率） 

２、実質ＧＤＰ成長率寄与度分解（前期比年率） 

３、売上高経常利益率（法人企業統計季報ベース） 

４、鉱工業生産指数（生産、出荷、在庫、前年比） 

５、消費性向（ＧＤＰベース、家計調査ベース） 

６、雇用者報酬（１人当たり雇用者報酬、現金給与総額、前年比） 

７、完全失業率と有効求人倍率 

８、常用雇用者指数（一般労働者、パート労働者、前年比） 

９、物価（ＧＤＰデフレーター、消費者物価指数、国内企業物価指数、

前年比） 

10、原油価格（ＷＴＩ先物、通関原油価格） 

11、マネタリーベースとマネーストック（前年比） 

12、マネタリーベースとマネーストック（対ＧＤＰ比） 

13、金利（基準貸付利率、コールレート、10年新発債） 

14、株価（日経平均、ＮＹダウ工業） 

15、経常収支・外貨準備（対ＧＤＰ比） 

16、名目為替レート（円ドル、円ユーロ、円マルク） 

 
（凡 例） 
１． 本チャート集は、主要な実体経済・金融指標の中長期及び足許の推移を概

観することを目的として、各指標をグラフ化したものである。 
２． グラフは、暦年四半期ベースで作成している。このため、１Ｑは１～３月

期、２Ｑは４～６月期、３Ｑは７～９月期、４Ｑは10～12月期を表す。また、

年号は西暦で２桁表示した（ただし、2000年は「2000」と表示）。 
３． グラフ化に際して、見やすさを重視した。このため、季節調整や３期移動

平均などの計算を行っている箇所がある。具体的には各グラフに注記した。 
なお、季節調整は、X-12-ARIMAを用いた。また、３期移動平均は、当期を

中心とする平均値である（ただし、直近末端値は、移動平均を求めることが

できないため、当期と前期の２期平均とした）。 
４． グラフ中のシャドー部分は、内閣府『景気基準日付』に基づく景気後退期

を示している（暫定を含む）。 

５． 各グラフの更新は、基本的に内閣府の「四半期別ＧＤＰ速報」の公表（年

間８回）直後に発行される本誌において行う。 
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１１、、ＧＧＤＤＰＰ成成長長率率（（前前期期比比年年率率））  

２２、、実実質質ＧＧＤＤＰＰ成成長長率率寄寄与与度度分分解解（（前前期期比比年年率率））  
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※94/2Qまでは2005年連鎖基準。94/3Qからは2015年連鎖基準。

３期移動平均前期比年率。数値は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』
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実質成長率

※94/2Qまでは2005年連鎖基準。94/3Qからは2015年連鎖基準。

３期移動平均前期比年率。数値は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』
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３３、、売売上上高高経経常常利利益益率率（（法法人人企企業業統統計計季季報報ベベーースス））  

４４、、鉱鉱工工業業生生産産指指数数（（生生産産、、出出荷荷、、在在庫庫、、前前年年比比））  

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

198182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99200001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

(%)

(暦年/四半期)

全産業

製造業

非製造業

(出所)財務省『法人企業統計季報』

※売上高経常利益率＝経常利益/売上高。

数値は公表季調値。 09/1Q：▲2.4%(最低)
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(出所)経済産業省『鉱工業生産指数』

(前年比、%)

（暦年/四半期）

09/1Q：

生産指数：▲33.2%(最低)

出荷指数：▲33.0%(最低)
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３３、、売売上上高高経経常常利利益益率率（（法法人人企企業業統統計計季季報報ベベーースス））  

４４、、鉱鉱工工業業生生産産指指数数（（生生産産、、出出荷荷、、在在庫庫、、前前年年比比））  
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(出所)財務省『法人企業統計季報』

※売上高経常利益率＝経常利益/売上高。

数値は公表季調値。 09/1Q：▲2.4%(最低)
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(出所)経済産業省『鉱工業生産指数』

(前年比、%)

（暦年/四半期）

09/1Q：

生産指数：▲33.2%(最低)

出荷指数：▲33.0%(最低)

 
 

５５、、消消費費性性向向（（ＧＧＤＤＰＰベベーースス、、家家計計調調査査ベベーースス））  

 
 

６６、、雇雇用用者者報報酬酬（（１１人人当当たたりり雇雇用用者者報報酬酬、、現現金金給給与与総総額額、、前前年年比比））  

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

198182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99200001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

家計調査ベース
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(%)

（暦年/四半期） (出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『家計調査』

※家計調査ベースは、99/4Qまで除く農業世帯ベース、2000/1Qからは含む農業世帯ベース。

※数値は季調値。 20/2Q：56.0%(最低)
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事業所規模30人以上現金給与総額

事業所規模５人以上現金給与総額

(出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※１人当たり雇用者報酬=雇用者報酬/雇用者総数

※雇用者報酬は94/4Qまでは2005年基準。

95/1Qからは2015年基準。
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７７、、完完全全失失業業率率とと有有効効求求人人倍倍率率  

 
 

８８、、常常用用雇雇用用者者指指数数（（一一般般労労働働者者、、パパーートト労労働働者者、、前前年年比比））  
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(出所)総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※数値は公表季調値。
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事業所規模５人以上(パート労働者)

※数値は全産業総数。

(出所)厚生労働省『毎月勤労統計調査』

24
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７７、、完完全全失失業業率率とと有有効効求求人人倍倍率率  

 
 

８８、、常常用用雇雇用用者者指指数数（（一一般般労労働働者者、、パパーートト労労働働者者、、前前年年比比））  
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(出所)総務省『労働力調査』、厚生労働省『毎月勤労統計調査』

※数値は公表季調値。
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※数値は全産業総数。

(出所)厚生労働省『毎月勤労統計調査』
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９９、、物物価価（（ＧＧＤＤＰＰデデフフレレーータターー、、消消費費者者物物価価指指数数、、国国内内企企業業物物価価指指数数、、前前年年比比））  

 

1100、、原原油油価価格格（（ＷＷＴＴＩＩ先先物物、、通通関関原原油油価価格格））  
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※GDPデフレーターは94/4Qまでは2005年連鎖基準。

95/1Qからは2015年連鎖基準。

※消費者物価指数は2020年基準。生鮮食品を除く総合。

企業物価指数は2020年基準。

(出所)内閣府『国民経済計算』、総務省『消費者物価指数』、日本銀行『国内企業物価指数』

09/3Q：▲8.2%(最低)

22/4Q：10.1%(最高)
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レギュラーガソリン店頭価格(円/リットル)(右軸)

※原油通関輸入価格(ドル/バレル換算)は換算値。

※レギュラーガソリン価格は、04年2Qから消費税込み価格。

(出所) 日経NEEDS『FinancialQUEST』、ニューヨーク商品取引所、財務省『貿易統計』、日本銀行『金融経済統計月報』、資源エネルギー庁『石油製品価格調査』
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1111、、ママネネタタリリーーベベーーススととママネネーースストトッックク（（前前年年比比））  

  

1122、、ママネネタタリリーーベベーーススととママネネーースストトッックク（（対対ＧＧＤＤＰＰ比比））  
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※数値は月中平残四半期平均。

M2は04年2Qから。それ以前はM2+CD。

広義流動性は04年2Qで定義変更により、断層が存在。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

14/1Q：54.1%(最高)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

210

220

230

240

250

260

270

280

290

300

198182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99200001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16

(対GDP比、%)(対GDP比､%)

(暦年/四半期)

Ｍ２＋ＣＤ(左軸)

Ｍ２(左軸)

マネタリーベース(右軸)

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

※ＧＤＰは93/4Qまでは2005年基準。94/1Qからは2015年基準。

数値は公表季調値の月中平残四半期平均。
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1111、、ママネネタタリリーーベベーーススととママネネーースストトッックク（（前前年年比比））  

  

1122、、ママネネタタリリーーベベーーススととママネネーースストトッックク（（対対ＧＧＤＤＰＰ比比））  
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Ｍ2

広義流動性

※数値は月中平残四半期平均。

M2は04年2Qから。それ以前はM2+CD。

広義流動性は04年2Qで定義変更により、断層が存在。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

14/1Q：54.1%(最高)
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(出所)日本銀行『金融経済統計月報』

※ＧＤＰは93/4Qまでは2005年基準。94/1Qからは2015年基準。

数値は公表季調値の月中平残四半期平均。
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  1133、、金金利利（（基基準準貸貸付付利利率率、、ココーールルレレーートト、、1100年年新新発発債債））  

 

1144、、株株価価（（日日経経平平均均、、ＮＮＹＹダダウウ工工業業））  
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10年国債新発債応募者利回り

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』、日本証券業協会

※無担保コール翌日物は85/2Qまで有担保物。

数値は月中平残四半期平均。
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(出所)日経NEEDS『FinancialQUEST』
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1155、、経経常常収収支支・・外外貨貨準準備備（（対対ＧＧＤＤＰＰ比比））  

1166、、名名目目為為替替レレーートト（（円円ドドルル、、円円ユユーーロロ、、円円ママルルクク））  
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※名目GDPは93/4Qまで2005年基準。

94/1Q以降は2015年基準。公表季調値。

経常収支は95/4Qまで季調値を算出。

96/1Q以降は公表季調値。

(出所)内閣府『国民経済計算』、日本銀行『国際収支統計月報』

04/1Q：11.8%(最高)
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※数値は月中平均四半期平均。

東京外国為替市場・直物。銀行間レート。

マルクは98/4Qまで。

ユーロは99/1Qから。

(出所)日本銀行『金融経済統計月報』、『金融・経済データ2002』

24

 

 

◇掲載論文等の意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。 

◇掲載論文等に関するお問い合わせは、執筆者（内線番号は論文末に記載）または

調査情報担当室（内線 75042～75045）にお願い申し上げます。 

◇掲載論文等を転載する場合は、事前に調査情報担当室までご連絡下さい。 

◇本誌バックナンバーは、参議院ホームページ（www.sangiin.go.jp）［トップ＞調

査室作成資料＞経済のプリズム＞各号別索引］及びイントラネット［トップ＞立

法調査情報＞調査室の刊行物＞経済のプリズム＞各号別索引］でご覧いただけま

す。 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

経済のプリズム 
編集 参議院事務局 企画調整室 (調査情報担当室) 

 
        〒100-0014 千代田区永田町 1-11-16 

 

ＴＥＬ：03-3581-3111  内線 75042～75045 

ＦＡＸ：03-5512-3911 

32経済のプリズム No241 2024.12


